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Ⅰ　は じ め に

母乳育児は，子どもにとって，栄養学的，免
疫学的，心理学的な面での利点があり，さらに，
日本人女性を対象とした研究において，授乳が
乳がんの発症リスクを低下させる可能性がある
ことが指摘されており，母子の将来にわたって
の健康に関連していることが明らかになってい
る（Lindberg 1996； Fein, Mandel and Roe 2008； 
Nagata et al. 2012）1）。World Health Organization 

（WHO）は，母親が子どもを母乳で育てられるよ
うに産科施設とその職員が実行すべきことを具体
的に示し，「母乳育児を成功させるための 10 か
条」（WHO/UNICEF 1989）として母乳育児を推進
している。その後も「乳幼児の栄養に関する世界
的な運動戦略」（WHO/UNICEF 2004）の中で，生
後 6 カ月までの完全母乳栄養と 2 歳以上までの母
乳育児の継続を推奨している。日本では，厚生労
働省が医療従事者向けに「授乳・離乳の支援ガ

イド」（厚生労働省 2007）を作成し，母乳育児の
推進と支援を図っている。WHO/UNICEF は母
乳育児を中心とした新生児ケアの推進のために，
Baby Friendly Hospital Initiative を展開してお
り，2018 年で日本では 68 の施設が「赤ちゃんに
やさしい病院」として認定されている。

母乳育児が，どのような人々によって，より積
極的に行われているかは，日本ではこれまで十分
に明らかにされてこなかった。また，母乳育児が
母親や父親の働き方とどのような関係があるか
も，詳しく分析されていない。そこで，外国での
議論や研究結果の整理をしつつ，Kobayashi and 
Usui （2017）の研究を紹介しながら，日本での母
乳育児の現状，就業との関係，母乳育児に関する
研究を進める上での課題について論じる 2）。

Ⅱ　諸外国における母乳育児の研究

まずは，諸外国での母乳育児の研究の動向につ
いて説明する。

米国では，National Longitudinal Survey of Youth 
1979 （NLSY79）を用いて，母乳育児の研究が蓄
積されている。例えば，Rippeyoung and Noonan 

（2012）は，授乳方法のタイプと産後の所得の変
化に焦点を当てて分析し，母乳育児をしている期
間が長い母親は，全く母乳育児をしない母親や母
乳育児期間が短い母親に比べて，産後の 5 年間
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における賃金所得は低下し，経済学的な意味で
は母乳は「無料」ではないと述べている。また，
Chatterji and Frick（2005）は，母乳育児の意思
決定は，出産後の就業への復帰が重要な影響を持
ち，3 カ月以内に職場復帰した場合，母乳育児を
する確率は低下し，授乳期間も約 4 週間短くなる
ことを示した。

さ ら に， カ ナ ダ で は National Longitudinal 
Survey of Children and Youth （NLSCY）と Canadian 
Community Health Survey を 用 い て，Baker and 
Milligan （2008）は，育児休業制度の改正を操作変
数として用いることにより，母親の出産後休業す
る期間が長くなることで母親の授乳期間が延びる
ことを示した。

これらの母乳育児と就業に関する研究は，主
に，母親の就業形態が母乳育児に与える影響を分
析したものである 3）。米国では，2009 年時点に
おいて，1 歳未満の子どもを持つ母親の 50.1 % は
仕事を持っており（BLS 2010），生後 1 年以内に
職場復帰する女性のうちのほとんどは生後 3 カ月
で職場復帰している（Chatterji and Frick 2005）4）。
WHO の母乳育児推奨や，米国における Healthy 
People 2010 における母乳育児目標としての母
乳育児経験を 75 %，生後 6 カ月で 50 %，1 歳で
25 % としていることもあり（CDC 2013），母親の
就業と母乳育児の両立は重要な課題となってい
る。一方，日本では，仕事を持つ女性のうちの約
6 割が妊娠または出産を機に退職を選択している
状況が 20 年間続いていたものの（内閣府 2012），
第 1 子が 1 歳時点で母親が就業している割合は
2010 年の 27.1 % から 2015 年の 29.5 % と増えて
いる（国立社会保障・人口問題研究所 2012, 2015）。
そのため，少子高齢化への対応として女性就業支
援策を推進することが求められているなか，日本
においても母親の就業と母乳育児の両立は，米国
においてと同様に重要な課題であると考えられ
る。

Ⅲ　日本における母乳育児の研究

母乳育児に関する研究は，これまでに海外では
精力的に蓄積されてきた。しかし，日本における

研究は，母乳育児を支援する助産師の立場からの
研究が存在するのみである。例えば，出産直後と
入院中のケアが母乳育児期間を決定づける大きな
要因であること（中田 2008），初妊婦の母乳育児
への意思に影響するのは，子どもの健康を守る責
任ある望ましい「母親」でありたいという社会規
範であること（濱田 2012）などの研究である。こ
れら日本での研究は，助産師が妊婦を理解するた
めのものであり，どのような属性を持つ母親が，
より母乳育児に関心を持っているかについては研
究課題にはなっていない。日本においては，母親
の学歴や就業状況を考慮した母乳育児に関する研
究は行われていなかった。

また，日本における母乳育児についてのデータ
の状況をみると，厚生労働省が行っている「乳幼
児栄養調査」「乳幼児身体発育調査」，および「21
世紀出生児縦断調査」が存在する。「乳幼児栄養
調査」「乳幼児身体発育調査」は，月齢別の母乳
育児の有無や，離乳食など乳幼児の栄養方法や食
事の状況について情報を集めている。この調査で
は，父母の学歴・就業形態，子ども数など家族の
背景に関する事柄については質問していない。

厚生労働省による大規模調査，「21 世紀出生児
縦断調査」は，パネルデータとしての情報（生後
半年以降の子どもの発達状態や家庭環境，両親の就
業状態，そして保育園の利用状況などについて調査
したデータ）が蓄積されつつある点で極めて貴重
なデータである。しかしながら，母乳育児に関し
ては，調査対象の子どもの生後 6 カ月までの母
乳育児の状況の情報に限られる。授乳期間につい
ては，生後 6 カ月時点で打ち切られている。その
ため，WHO の推奨する母乳育児の 2 年以上の継
続の達成状況はわからない。また，きょうだいの
母乳育児の状況について質問していない。そのた
め，母乳育児の有無や授乳期間の長さが，きょう
だいによって差があるのか，あるいは，母親固有
の観測できない要因によるのかわからないという
問題点がある。

これらの制約を克服したデータとして注目さ
れるのが「くらしと仕事に関する調査（Japanese 
Longitudinal Survey on Employment and Fertility；
以下 LOSEF と略す）」である。LOSEF は，日本
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学術振興会科学研究費補助金・特別推進研究「世
代間問題の経済分析」（研究代表者：高山憲之）が
実施したアンケート調査で，2012 年より 2 年ご
とに実施されている。この調査の対象者は，日本
全国に在住する 20 歳から 49 歳の男女で，2012
年に男女 6901 人に対して郵送でアンケート調査
が行われた。

LOSEF では，調査対象者のそれぞれの子ども
に母乳育児に関して下記のような質問をしてい
る。母乳育児については，「お子さんは，母乳で
育てられましたか」というものであり，「はい／
いいえ」で答える。「はい」と答えた人には，「母
乳で育てられた場合，いつごろまで授乳しました
か（母乳のみだけでなく，粉ミルクとの混合も含み
ます）。」という質問で，授乳期間（月数）を聞い
た。つまり，「母乳のみ」および「母乳と粉ミル
クとの混合栄養」を「母乳育児」とする。このよ
うに，LOSEF では，子ども全員についての母乳
育児に関する情報を得ているため，母親が子ども
によって母乳育児行動を変化させる場合，その変
化を捉えることができる。すなわち，母親の観測
できない異質性を考慮した固定効果モデルを推定
できるという利点がある。授乳期間についても現
在授乳中以外の母親については最終的な授乳期間
の情報が得られている。

さらに，LOSEF では，父親と母親の出産前後
の就業形態の変化，及び，仕事の責任の変化につ
いて質問している。具体的には，就業形態の変化
としては，それぞれの子どもに関して，出産前

と生後 1 年の時点での就業形態の変化を質問し，
「前後ともに働いていなかった」「仕事を辞めた」
「就業していたが就業時間は減少した」「就業して
おり就業時間も同じ」「就業しており就業時間は
増加した」「新たに働きはじめた」のいずれか一
つを選択してもらう。

仕事の責任の変化としては，それぞれの子ども
に関して，出産前と生後 1 年の時点での仕事責任
の変化について質問し，「責任が増えた」「フレッ
クスタイム制で勤務していた」「在宅勤務が増え
た」「出張が減った」「変化していなかった」「そ
の他」「働いていなかった」の中から複数回答を
認める形で，該当する回答を選択してもらう 5）。

父親の場合は仕事における責任の変化が，母親
の場合は就業形態の変化が，母乳育児と授乳期間
にどう影響するのかを分析する 6）。米国のデータ
NLSY79 は，調査対象である母親とその子どもに
関して豊富な情報を収集しているものの，母親の
配偶者である父親の就労状況に関する詳細な情報
は収集されていないので，このように，父親の働
き方にも焦点を当てることが LOSEF の利点であ
る。

Ⅳ　LOSEF からの母乳育児

LOSEF データにおいて，母乳育児をする母親
は 86.1 % であり，その中で，母親の授乳月数の
平均値は 14.5 カ月である。図 1 は授乳期間（月
数）を表したものであり，授乳期間は 12 カ月が

図 1　母乳育児期間（月数）
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出所：Kobayashi and Usui（2017）
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最も多い。生後 6 カ月まで母乳育児をする母親は
全体の 14.9 % であり，6 カ月から 12 カ月までは
34.0 %，1 年から 2 年未満までは 20.9 %，2 年以
上は 14.5 % であった。

米国における母乳育児の割合は，2002 年時点
で，病院での授乳率は約 70 %，生後 6 カ月では
33 % （Chatterji and Frick 2005）であった。米国で
の授乳期間は，Chatterji and Frick （2005）では
平均19.07週であり，Fein, Mandel and Roe （2008）
では，職場復帰した母親の場合 25.6 週（中位値），
全体では 38.7 週（中位値）であった。米国と比較
して，日本の場合は授乳期間が長いといえる 7）。
先述のように，「乳幼児の栄養に関する世界的な
運動戦略」（WHO/UNICEF 2004）では，生後 6 カ
月までの完全母乳栄養と 2 歳以上までの母乳育児
継続が推奨されている。日本の場合，6 カ月以上
母乳育児を継続する母親は 85.1 % であるが 8），2
歳以上まで母乳育児を継続する母親は 14.5 % で
あることから，生後 6 カ月まで母乳育児を継続
する割合は高いものの，2 歳以上までの母乳育児
継続には今後も増加への支援が必要であるといえ
る。

Ⅴ　母乳育児と親の働き方

子ども，父親，および母親の各種属性が，母乳
育児経験（母乳育児の有無，授乳期間）とどのよう
に関係しているのか分析する。母乳育児の有無の
決定要因の分析については，被説明変数として，
母乳育児の有無（母乳育児経験があれば 1，なけれ
ば 0 をとる変数）としたロジットモデルを推定（表
1），授乳期間の決定要因の分析については，授乳
期間を被説明変数とした回帰モデルを推定する

（表 2）。推定にあたっては，母親の観測できない
異質性を考慮した固定効果でも推定する。分析に
おいて用いている標準誤差は，母親ごとにクラス
タリングした頑健標準誤差である。

はじめに，子どもの属性をみてみよう。子ども
が多胎だと，母乳育児確率は単胎である場合より
低くなる。授乳期間についても，多胎だと，2.53
カ月短くなる。また，子どもの出生時体重が重い
場合，母乳育児確率は上がる。Ryan, Zhou, and 

Arensberg （2006） の研究でも，出生時体重の低
い子どもより重い子どもの方が母乳育児確率が高
かった。授乳期間については，子どもの出生時体
重の効果は小さく有意ではなくなり，子どもの性
別も関連がみられない。第 1 子の場合，授乳期間
が 0.82 カ月長くなる。すなわち，第 2，3 子と比
較して，第 1 子は，授乳期間が長い傾向がある。
第 2，3 子においては，上の子がいるため育児に
忙しく，授乳期間を長くとることが難しい可能性
がある。

次に，母親の個人属性をみてみよう。母親の学
歴では，高校卒の母親と比べて，短大卒は1.59倍，
大卒は 2.15 倍，母乳育児確率が高くなり，高学
歴の母親の母乳育児確率が高いことが明らかに
なった。教育年数が長い母親ほど母乳育児確率が
高いことは，米国，英国，台湾などの研究によっ
ても確認されている（Chatterji and Frick 2005； 
Lindberg 1996； Ryan, Zhou and Arensberg 2006； 
Noble and the ALSPAL Study Team 2001； Chuang 
et al. 2010）。高学歴の母親ほど，子どもが生まれ
た時から子どもに対してより多くの投資─この
場合，母乳育児への時間と努力─を行っている
可能性がある。授乳期間についてみると，母親の
学歴は，高校卒と比べて，中卒であると有意では
ないものの 1.67 カ月短かった。しかし，授乳期
間については学歴によって有意に大きな違いがな
い。

母親の出生コーホートを見ると，若い世代の母
親のほうが，母乳育児確率が高いことがわかる。
1970 年代生まれの母親と比べて，1960 年生まれ
の母親は有意に 0.83 倍低く，1980 年生まれの母
親では母乳育児確率が有意に 2.28 倍高くなる。
授乳期間については，母親の出生コーホートで
は，1970 年代生まれと比べて，1960 年生まれは
有意に 1.61 カ月短い。1970 年代，1980 年代生ま
れの母親が出産する年齢 9）はちょうど，「母乳育
児を成功させるための 10 か条」（WHO/UNICEF 
1989）や「乳幼児の栄養に関する世界的な運動戦
略」（WHO/UNICEF 2004）などの母乳育児の推奨
の活動と重なる時期である。母乳育児の啓発や支
援を得ている若い世代の母親は，母乳育児の確率
や授乳期間が長いと考えられる。
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最後に，出産前後における，母親と父親の働き
方の変化をみてみよう。まず，出産前と生後 1 年
の時点における母親の就業形態の変化をみる場
合，「就業していたが就業時間は減少した」「就
業しており就業時間も同じ」「就業しており就業
時間は増加した」かを選択したケースは，「生後
1 年のうちに復職した」という一つのカテゴリー
にまとめて分析することとする。そのことによっ
て，母親の出産前と生後 1 年時点の間において，

「仕事を辞めた」場合と比べて，「前後ともに働い
ていなかった」「復職した」「新たに働きはじめた」
とした 3 つの場合の，母乳育児確率と授乳期間に
ついてみる。その結果，生後 1 年時点で復職して
いた場合，仕事を辞めたときと比較して，母乳育
児確率が有意に低いことはなかったが，授乳期間
についてみると，そうした場合は，仕事を辞めた
場合と比較して 1.65 カ月短くなっていた。

一方，父親の仕事責任の変化では，「フレック

表１　母乳育児の有無

モデル１ モデル２
説明変数 オッズ比 95% 信頼区間 オッズ比 95% 信頼区間
子どもと母親の属性
多胎児 0.382 *** （0.209-0.699） 0.095 * （0.006-1.572）
低出生体重児 0.662 *** （0.500-0.877） 0.331 ** （0.122-0.900）
女児 0.982 （0.850-1.136） 1.351 （0.921-1.981）
長子 1.036 （0.908-1.182） 0.837 （0.504-1.391）
子どもが 2 人 1.413 *** （1.097-1.819）
子どもが 3 人以上 1.765 *** （1.300-2.394）
母親の年齢 1.062 *** （1.036-1.089） 1.121 ** （1.004-1.251）
母親の学歴：高卒未満 0.634 * （0.375-1.071）
母親の学歴：短大卒 1.586 *** （1.268-1.983）
母親の学歴：大卒以上 2.149 *** （1.549-2.982）
母親：1950 年代生まれ 1.374 （0.162-11.69）
母親：1960 年代生まれ 0.827 * （0.673-1.016）
母親：1980 年代生まれ 2.277 *** （1.582-3.277）
母親：1990 年代生まれ 0.621 （0.109-3.543）

母親の就業状態の変化
出産前も出産後も働いていない 0.715 ** （0.538-0.949） 0.479 （0.195-1.179）
働いている，復職した 0.894 （0.632-1.266） 0.716 （0.196-2.609）
新たに働きはじめた 1.006 （0.618-1.637） 0.949 （0.135-6.673）

父親の仕事の責任の変化

責任が増えた 1.511 （0.899-2.541）

フレックスタイム制で勤務した 11.21 *** （2.809-44.75）
在宅勤務が増えた 1.459 （0.546-3.897）
出張が減った 1.077 （0.434-2.670）
変化していなかった 1.333 （0.796-2.234）
その他 0.699 （0.333-1.468）
働いていなかった 1.273 （0.653-2.482）
固定効果 なし あり
Pseudo R2 0.055 0.118
サンプル数 6420 498

注：  レファレンス・グループは，母親の学歴（高卒），母親の生年（1970 年代生まれ），母親の就業の変化（仕事を
辞めた）である。*** は 1 ％，** は 5 ％，* は 10 ％水準で有意。
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スタイム制で勤務していた」場合，母乳育児確
率が高まり，また，授乳期間についても 4.42 カ
月長くなった 10）。そのため，父親の勤務形態が，
柔軟で自由度が高いことは，母親の母乳育児経験
を大幅に高めることが明らかになった。

Ⅵ　結　　論

近年，WHO や厚生労働省をはじめ，「赤ちゃ

んにやさしい病院」イニシアティブなどの推進の
もと母乳育児が推奨されている。母乳育児につい
ては，どのような人々がより積極的に行っている
のか，日本においては，これまで十分に明らかに
されていなかったが，Kobayashi and Usui （2017）
において，母乳育児と親の学歴や就業状況との関
連について検討した。LOSEF データを用いて，
母乳育児経験や授乳期間と，子どもの属性，及び，
母親の出産年齢，生年や学歴，就業形態の変化と

表 2　授乳期間

モデル１ モデル２
説明変数 係数 標準誤差 係数 標準誤差
子どもと母親の属性
多胎児 −2.532 ** 1.025 −2.757 ** 1.408
低出生体重児 −0.617 0.546 0.185 0.489
女児 0.049 0.259 −0.127 0.214
長子 0.820 *** 0.252 0.632 ** 0.278
子どもが 2 人 1.731 *** 0.442
子どもが 3 人以上 1.635 *** 0.548
母親の年齢 0.271 *** 0.044 0.265 *** 0.064
母親の学歴：高卒以下 −1.669 1.345
母親の学歴：短大卒 −0.417 0.418
母親の学歴：大卒以上 0.352 0.482
母親：1950 年代生まれ −2.714 1.991
母親：1960 年代生まれ −1.606 *** 0.370
母親：1980 年代生まれ 0.537 0.625
母親：1990 年代生まれ 0.909 3.644

母親の就業状態の変化
出産前も出産後も働いていない −0.060 0.518 −0.406 0.577
働いている，復職した −0.152 0.632 −1.654 * 0.903
新たに働きはじめた −0.291 1.028 −0.990 0.935

父親の仕事の責任の変化

責任が増えた −0.348 1.048 1.052 1.389

フレックスタイム制で勤務した 0.227 1.071 4.418 ** 1.805
在宅勤務が増えた 2.317 1.811 −0.153 1.751
出張が減った −1.230 1.598 −0.898 1.663
変化していなかった −0.455 1.047 −0.671 1.376
その他 −1.570 1.606 −1.472 2.203
働いていなかった 0.150 1.261 0.853 2.085
固定効果 なし あり
R2 0.022 0.007
サンプル数 5041 5041

注：  レファレンス・グループは，母親の学歴（高卒），母親の生年（1970 年代生まれ），母親の就業の変化（仕事を
辞めた）である。*** は 1 ％，** は 5 ％，* は 10 ％水準で有意。
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の関連を明らかにし，さらに，父親の仕事責任の
変化によって母乳育児経験や授乳期間に違いがあ
るのかを検討した。

この結果，次のことが明らかになった。子ども
の出生時体重が重いほど，また，母親の教育水準
が高いほど，母乳育児が行われている。また，子
どもが単胎，子どもが第 1 子の場合，あるいは，
母親が若い世代ほど，母乳育児経験をしており，
授乳期間も長いことが分かった。

日本では，母親の出産後に仕事に復職する場
合，母乳育児確率には影響しないものの，授乳期
間が短くなることが明らかになった。日本の場
合，母親の個人属性，子どもの状況（第 1 子であ
ることや多胎など）のみならず，母親の就業が母
乳育児と関連することが明らかになった。また，
父親の就業形態がフレックスタイム制になると，
母乳育児をするだけでなく，授乳期間も長くす
る。このことから，父親の育児への協力が母乳育
児を促進する可能性が示唆される。

以上の結果から，日本における政策的含意とし
ていくつかの点を指摘することができる。これま
では，子育て支援政策の中で，就業との関連では，
女性の就業に対する支援や父親の育児休業取得の
推進が進められてきたが，父親がフレックスタイ
ム制のような，より柔軟な働き方をすることで，
母乳育児が多くなり，授乳期間も延びることが確
認された。企業にとって，男性にフレックスタイ
ム制を提供することは，育児休業よりも低いコス
トで実行できる勤務形態の変化であり，労働者に
とっても，休業することによる仕事への空白期間
が少なくなると考えられる（実際に，日本におけ
る育児休業取得率は，2017 年度では，男性で 5.14 %
である）。家庭環境に合わせた，より弾力的な勤
務形態や労働時間の導入を男女に認めることが，
日本の子育て支援政策にとって有効な政策である
と考えられる。

 1）母乳育児が子どもの認知能力を高める効果があるかどうか
については，見解の一致がみられない。Oster （2015）は，
Kramer et al.（2001, 2008）の一連の研究を検討した結果と
して，母乳育児には，子どもの IQ を高める効果や肥満を予
防する効果は見られないが，母乳の効果がみられるのは，乳
幼児期の胃腸の感染症，湿疹や発疹を予防するものに限られ
ているとしている。一方，Fitzsimons and Vera-Hernández 

（2015）は，イギリスの低学歴の女性においては，母乳育児
のサポートを得られない週末に生まれた子の方が，そのサ
ポートを得られる週日に生まれた子よりも母乳育児率が低い
という差異に基づいて，母乳育児が子どもの発達に与える影
響を分析した。その結果，母乳育児は子どもの認知能力に正
の効果があるとしている。また，Borra, Iacovau, and Sevilla 

（2012）は，傾向スコア分析を用いて，母乳育児が子どもの
認知能力に正の効果があるとしているが，Der, Batty, and  
Deary（2006）は固定効果分析を使い，反対の結論を得てい
る。

 2）本稿は，Kobayashi and Usui （2017）の内容をもとに記述
している。

 3）アジア諸国でも，母乳育児に関する研究は行われている。
例えば，台湾では，Chuang et al. （2010）により，子どもを
持つ女性の労働市場参加率が上昇するに伴って，母親の母乳
育児が低下している。子どもが生後 6 カ月以内に母親が職場
復帰することは，母乳育児と授乳継続期間を低下させること
を報告している。タイでは，Yimyam and Morrow （1999）
が，急速な経済発展と社会的変化のもとで，都市で働く女性
にとって，仕事と母乳育児を両立させることには多くの困難
があることを指摘している。

 4）Chatterji and Frick （2005）は，授乳は時間を要すること
であり，働きながら母乳育児を継続する女性は，職場での搾
乳のための場所や時間，そして雇用者の理解の不足という問
題に直面するとしている。イギリスにおいて，専門職の仕事
を持つ母親は，職場で母親が母乳育児をすることは「タブー」
であるため，母乳育児と仕事の両立が困難であることを報告
している（Gatrell 2007）。

 5）日本における「フレックスタイム制」とは，1 カ月以内の
一定期間における総労働時間をあらかじめ定めておき，労働
者はその枠内で 1 日の労働時間帯を，必ず勤務すべき時間帯

（コアタイム）と，その時間帯の中であればいつ出社または
退社してもよい時間帯（フレキシブルタイム）とに分け，出
社，退社の時刻を労働者の決定に委ねるものである。働く各
日の始業及び終業の時刻を自主的に決定し働くため，労働者
が生活と業務の調和を図りながら，働き生活することを目指
している。

 6）ほとんどの父親は働いているため（働いていない父親は
4.3 % のみ），父親については，彼らの仕事における責任の変
化の情報を用いる。一方，出産時において 75 % の母親は就
業していないため，彼女らについては，就業形態の変化の情
報を用いる。

 7）中田（2008）による独自のアンケート調査（サンプル数
404）では，授乳期間の平均を 1 年 4 カ月（最頻値 1 年）と
報告している。

 8）ただし，ここでは混合栄養である。
 9）日本における第 1 子出産時の母親平均年齢は，1990 年で

25.9 歳，2000 年で 28.0 歳，2010 年で 29.9 歳となっている（厚
生労働省『人口動態統計』2010 年）

10）母親の出産後の母親の就業形態の変化や父親の仕事の責任
の変化の結果を解釈する際は内生性の問題に注意をする必要
がある。母乳育児に関心のある母親やそれをサポートする意
欲のある父親の場合は，出産後に母親は無職となる，または，
出産後も就業を続けたとしても労働時間を減らしたり，父親
の場合はそのような妻をサポートしたりして，母乳育児がで
きるようにするかもしれない。
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